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※本資料は日本企業及び日系企業への情報提供を目的に作成した仮訳であり、

本資料の正確性についてジェトロが保証するものではありません。 

本資料の利用に際しては、必ずタイ語原文に依拠いただくようお願いいたしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 



総理府 布告 

件名：権威者の投資奨励委員会委員への任命及び投資奨励委員会顧問の任命 

 

投資奨励委員会構成に関し、より適正を持たせるため、改正を妥当とみなし、 

仏暦 2520 年投資奨励法第 6 条及び第 7 条による権限に基づき、仏暦 2548 年 5 月 26 日総

理府布告、件名、権威者の投資奨励委員会委員への任命及び投資奨励委員会顧問の任命を

廃止し、以下の通り権威者の投資奨励委員会委員への任命及び投資奨励委員会顧問の任命

を布告する。 

 

1. プリーディヤトーン・テーワクン   委員 

財務相 

2. ヨンユット・ユッタウォン   委員 

科学技術相 

3. チャッカモン・パースックワニット  委員 

工業省次官 

4. カルン・キッティサターポン   委員 

商務省次官 

5. アンポン・キッティアンポン   委員 

経済・国家社会委員会事務局長 

6. プラモン・スティウォン    委員 

タイ商工会議所代表 

7. サンティ・ウィラートサックダーノン  委員 

タイ工業議会議長 

8. チャダー・ワッタナシリタム   委員 

タイ銀行協会会長 

9. アッサウィン・コンシリ    委員 

10. ソムポップ・チャイヤウェート   委員 

11. ワッタナー・ラッタナウィチット   顧問 

12. スコン・カンチャナーライ   顧問 

13. ソムチョープ・チャイヤウェート   顧問 

14. ピーラサック・ワラスンタローソット  顧問 

15. サッカリン・プーンラッタナ   顧問 

 

これより有効とする。 

 

 布告日仏暦 2549 年 11 月 3 日 

 

コーシット・パンピヤムラット 

副首相 

首相代行 


